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（２）圏域・都市計画区域において都市計画が担うべき中心課題 

圏域の現状をふまえ、基本方針で示した「都市づくりの方向」ごとに都市計画が担う

べき中心課題を抽出します。 

＜地域の個性を生かした魅力の向上＞ 

・豊かな自然環境を背景とする田園景観や個性ある歴史・風土・文化資産を生かしたまち

並みの保全と観光への利活用を図り、広域交流を促進することが必要です。 

・市街地においては、これまでに形成されてきた道路・公園等の都市施設や、既に立地・

集積している都市機能、あるいは歴史・文化を背景とするまち並み等のストックを生か

しながら、都市空間を魅力あるものとしていくことが必要です。 

＜都市機能の効率性と生活利便性の向上＞ 

・土地利用面では、郊外における開発の抑制と効率的な都市経営を推進する観点から、市

街地の低密拡散の抑制と市街化区域および非線引き都市計画区域における用途地域への

都市機能の集約を促進することが必要です。 

・商業・業務、文化、医療、教育等、多様な都市機能は、集約型都市構造の構築の観点か

ら、中心市街地や主要な駅周辺等における既存ストックの活用が可能な区域への集約が

必要です。 

・人口減少に伴い空き地や空き家が発生し、市街地の低密度化がさらに進行すると予測さ

れており、生活利便性を確保するために必要な都市機能を維持することが必要です。 

・ＮＯｘ・ＰＭ法8対策地域が所在する本圏域では、ＮＯｘ・ＰＭの排出量削減の観点から

も公共交通の利用促進が求められます。 

・幹線道路沿道等に都市機能の拡散等のおそれが生じる場合は、無秩序な新築等の抑制に

向けた都市計画制度の適用が必要です。 

・施設面では、人口減少等の社会情勢の変化を十分にふまえた上で、県民生活を支える幹

線道路ネットワークや公共下水道等について計画の必要な見直しを行い、整備を進める

とともに、良好な居住環境の形成に向けた都市施設の充実および適切な維持管理を計画

的・効率的に進めることが必要です。 

・超高齢社会への対応と環境負荷の低減に向け、利便性の高い公共交通ネットワークの構

築とサービスレベルの維持・向上を図るとともに、公共交通の利用を促進するための交

通結節点および周辺施設の整備も必要です。 

＜災害に対応した安全性の向上＞ 

・沿岸部を中心に地震災害による大規模な被害が想定されていることや洪水被害、土砂災

8
自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法

（平成 4年法律第 70号） 
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害等の風水害が懸念されていることをふまえ、災害に強いまちづくりに向け、防災・避

難施設の整備等のハード対策と土地利用の規制・誘導等のソフト対策を一体的に進める

ことが必要です。 

・地震・津波災害や洪水・高潮被害、土砂災害等に強いまちづくりに向け、必要となる地

籍調査等を進めるとともに、緊急輸送道路や河川・海岸堤防、土砂災害防止施設等の公

共土木施設について、未整備箇所の整備や、老朽化対策を進める必要があります。 

＜産業振興による地域活力の向上＞ 

・本圏域は、産業の中核的な役割を担う区域として、さらなる産業集積を図るための高速

道路インターチェンジ（以下「ＩＣ」という。）や幹線道路沿道への産業集積や四日市コ

ンビナートの活性化を支援するための臨海部の有効活用を進めることが求められていま

す。 

・開業が見込まれるリニア中央新幹線については、整備の進捗を注視しながら、その施設

への円滑なアクセスや他圏域との交流に資する交通ネットワーク等の整備を検討し、地

域活力の向上につなげていくことが必要です。 
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史・文化施設等の多様な地域資源を有しており、これらの適切な保全を前提とする広域

交流への活用が期待されています。 

・南海トラフ地震6（過去最大クラス）による津波浸水想定区域には、圏域人口の18％が居

住し、主要な公共公益施設の14％が立地する等、津波浸水による大きな被害の発生が想

定されています。一方、復旧・復興に向けて必要となる地籍調査の進捗率は4.2％（三重

県9.4％、全国51.6％、平成28年度末時点）にとどまっています。 

・発生頻度が高まっている大雨や、大型化する台風等による風水害の発生が懸念されてい

ます。 

② 圏域・都市計画区域における取組

・本格的な人口減少、超高齢社会を迎え、市町においては、集約型都市構造7の構築をはじ

め、地域独自の取組が進められています。 

・本圏域は、県内人口の28％が居住し県行政の中核としての役割を担っており、行政・文

化の中心として各種都市機能の維持・集約や移住・定住を促進する取組が進められてい

ます。駅周辺では、鉄道やバスに加え徒歩や自転車等も活用されており、戸建て住宅を

中心とした広い生活圏を形成し健康的で暮らしやすい環境づくりが進められています。 

・当圏域につながる高速道路や中勢バイパス等の道路網整備等の新たな社会基盤整備が進

められ、アクセスの向上に伴う産業集積に向けた新産業の創造、地域の特性を生かした

交流促進に向けた取組が進められています。 

・全国的に自然災害が多発するなか、本圏域ではリスクを考慮した都市構造の検討が進め

られており、沿岸部の地震津波対策や丘陵部の土砂災害対策等が推進されています。ま

た、市町では地籍調査について、沿岸部を中心に重点整備区域を設定するなど積極的な

取組が進められています。 

（２）圏域・都市計画区域において都市計画が担うべき中心課題 

圏域の現状をふまえ、基本方針で示した「都市づくりの方向」ごとに都市計画が担う

べき中心課題を抽出します。 

＜地域の個性を生かした魅力の向上＞ 

・自然・文化の一翼を担う地域として、豊かな自然環境や歴史・文化等の多様な地域資源

を生かし、地域活力の向上に資する広域交流を促すことが必要です。 

・これまでに形成されてきた道路・公園等の都市施設や、既に立地・集積している都市機

能、あるいは歴史・文化を背景とするまち並み等のストックを生かしながら、都市空間

を魅力あるものとしていくことが必要です。 

6
 南海トラフ地震：駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域および土佐湾を経て日向灘沖までの
フィリピン海プレートおよびユーラシアプレートが接する海底の溝状の地形を形成する区域を震源とする
大規模な地震のこと。

7
集約型都市構造：一般的には、医療・福祉施設、商業施設等の都市機能がアクセス性の高い交通結節点等
の拠点にまとまって立地し、その周辺に住居がまとまって立地することで、高齢者をはじめとする住民が公
共交通によりこれらの都市機能に容易にアクセスできるような都市構造をいう。
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＜都市機能の効率性と生活利便性の向上＞ 

・土地利用面では、市街地において行政や文化活動の中枢的な機能の維持・集積・相互連

携を図るとともに、これらの機能を生かした付加価値の高い良好な居住環境を形成し、

都心居住を促進・支援することが必要です。 

・商業・業務、文化、医療、教育等、多様な都市機能は、集約型都市構造の構築の観点か

ら、中心市街地や主要な駅周辺等における既存ストックの活用が可能な区域への集約が

必要です。特に、連携中枢都市圏の連携中核都市の候補である津市や定住自立圏構想に

おける中心市である松阪市は、その周辺市町との間で医療・福祉をはじめとする生活サ

ービスの立地等について連携の検討が必要です。 

・人口減少に伴い空き地や空き家が発生し、市街地の低密度化がさらに進行すると予測さ

れており、生活利便性を確保するために必要な都市機能を維持することが必要です。 

・幹線道路沿道等にみられる無秩序な市街化動向については、居住環境や農業生産環境の

阻害要因になり得ることから、地域のコミュニティ維持に配慮しつつ、適宜適切な土地

利用の規制・誘導により、秩序ある土地利用の維持・増進を図ることが必要です。 

・施設面では、人口減少等の社会情勢の変化を十分にふまえた上で、県民生活を支える幹

線道路ネットワークや公共下水道等について計画の必要な見直しを行い、整備を進める

とともに、良好な居住環境の形成に向けた都市施設の充実および適切な維持管理を計画

的・効率的に進めることが必要です。 

・超高齢社会への対応と環境負荷の低減に向け、利便性の高い公共交通ネットワークの構

築とサービスレベルの維持・向上を図るとともに、公共交通の利用を促進するための交

通結節点および周辺施設の整備も必要です。 

＜災害に対応した安全性の向上＞ 

・沿岸部を中心に地震災害による大規模な被害が想定されていることや洪水被害、土砂災

害等の風水害が懸念されていることをふまえ、災害に強いまちづくりに向け、必要とな

る地籍調査等を進めるとともに、防災・避難施設の整備等のハード対策と土地利用の規

制・誘導等のソフト対策を一体的に進めることが必要です。 

・地震・津波災害や洪水・高潮被害、土砂災害などに強いまちづくりに向け、緊急輸送道

路や河川・海岸堤防、土砂災害防止施設等の公共土木施設について、未整備箇所の整備

や、老朽化対策を進める必要があります。 

＜産業振興による地域活力の向上＞ 

・本圏域は、産業集積の一翼を担う地域として、豊かな自然環境との調和を図りながら、

工業系用途地域や交通利便性の高い高速道路ＩＣ、幹線道路沿道等において工業系の産

業集積を図ることが求められています。 

・開業が見込まれるリニア中央新幹線については、整備の進捗を注視しながら、その施設

への円滑なアクセスや他圏域との交流に資する交通ネットワーク等の整備を検討し、地

域活力の向上につなげていくことが必要です。 
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（５）一体の圏域形成に向けた方針 

都市活動が広域化しているなかで持続的な都市づくりをしていくためには、圏域をより

一体的に捉えていくことが必要であることから、圏域における都市計画区域の再編および

指定の方針について示します。

① 都市計画区域の再編

・本圏域は、津、松阪の各都市計画区域の市街化区域を中心に、圏域全体で都市活動が行

われている状況であり、長期的には1つの生活圏として、一体の都市形成を図ることが望

ましいと考えられます。 

・津市の区域においては、都市計画区域の統合を検討します。この他、当面は、隣接・近

接都市計画区域とのつながりを意識しながら、広域拠点を中心とした各拠点への都市機

能の集積を進め、都市計画区域ごとに集約型都市構造の構築に取り組みますが、今後の

生活圏構成の変化をふまえつつ、長期的には行政区域を越えた再編について検討します。 

・非線引き都市計画区域については、市街地の低密拡散の抑制を前提とする土地利用コン

トロールを行うために必要な制度の適用等を検討します。 

② 都市計画区域の指定

・津市（旧久居市・旧一志町）の都市計画区域外は、津都市計画区域と地形的に一体性が

あります。また、都市的土地利用の集積があることに加え、人口が増加傾向を示す区域

や農地転用、市街化動向がみられることから、今後も人口や市街化動向を注視しつつ、

必要に応じて都市計画区域の拡大を検討します。 
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（２）圏域・都市計画区域において都市計画が担うべき中心課題 

圏域の現状をふまえ、基本方針で示した「都市づくりの方向」ごとに都市計画が担う

べき中心課題を抽出します。 

＜地域の個性を生かした魅力の向上＞ 

・豊かな自然環境や、それと一体となって形成された生活空間、あるいは歴史・文化等の

地域資源を生かすことで、さらなる広域交流を促進するとともに、地域振興につなげて

いく取組が求められています。

・豊かな自然環境を活用するため、宿泊地や別荘地等を適切に維持管理し、新たな整備あ

たっては、自然環境の保全と効率的な都市経営の観点から妥当性を判断することが必要

です。 

・これまでに形成されてきた道路・公園等の都市施設や、既に立地・集積している都市機

能、あるいは歴史・文化を背景とするまち並み等のストックを生かしながら、都市空間

を魅力あるものとしていくことが必要です。 

＜都市機能の効率性と生活利便性の向上＞ 

・土地利用面では、郊外における開発の抑制等により、自然環境や優良農地の保全を図る

とともに、効率的な都市経営を推進する観点から、市街地の低密拡散の抑制と用途地域

や既存の市街地への都市機能の集約が必要です。 

・商業・業務、文化、医療、教育等、多様な都市機能は、集約型都市構造の構築の観点か

ら、中心市街地や主要な駅周辺等における既存ストックの活用が可能な区域への集約が

必要です。 

・人口減少に伴い空き地や空き家が発生し市街地の低密度化がさらに進行すると予測され

ており、生活利便性を確保するために、必要な都市機能を維持することが必要です。 

・施設面では、人口減少等の社会情勢の変化を十分にふまえた上で、県民の生活を支える

幹線道路ネットワークや公共下水道等について計画の必要な見直しを行い、整備を進め

るとともに、良好な居住環境の形成に向けた都市施設の充実および適切な維持管理を計

画的・効率的に進めることが必要です。 

・超高齢社会やインバウンドを含む観光客増加に対応し、環境負荷の低減を図るため、利

便性の高い公共交通ネットワークの構築とサービスレベルの維持・向上を図るとともに、

公共交通の利用を促進するための結節点や周辺の施設等の環境整備が必要です。 

＜災害に対応した安全性の向上＞ 

・沿岸部を中心に地震災害による大規模な被害が想定されていることや洪水被害、土砂災

害等の風水害が懸念されていることをふまえ、災害に強いまちづくりに向け、防災・避

難施設の整備等のハード対策と土地利用の規制・誘導等のソフト対策を一体的に進める
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ことが必要です。 

・地震・津波災害や洪水・高潮被害、土砂災害等に強いまちづくりに向け、必要となる地

籍調査等を進めるとともに、緊急輸送道路や河川・海岸堤防、土砂災害防止施設等の公

共土木施設について、未整備箇所の整備や、老朽化対策を進める必要があります。 

＜産業振興による地域活力の向上＞ 

・各都市の相互連携を強化しつつ、自然環境や歴史・文化等の地域の魅力を生かしたまち

づくりを進めることで、定住促進に結びつけることが必要です。 

・リニア中央新幹線の整備等により増大すると見込まれる大都市間の人の移動等を取り込

むなど、交流人口の拡大を図ることが必要です。 
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◆ 伊勢志摩圏域将来都市構造図（１／４） 

【産業振興による地域活力の向上】 

・広域交流による活力ある圏域づくり 

※広域連携軸および圏域内連携軸は、本計画策定時の道路および
計画・構想を示したものです。 
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◆ 伊勢志摩圏域将来都市構造図（２／４） 

【地域の個性を生かした魅力の向上】 

・各地の地域づくりの連携によりさまざまな魅力を生み出す圏域づくり 

※広域連携軸および圏域内連携軸は、本計画策定時の道路および
計画・構想を示したものです。 
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能、あるいは歴史・文化を背景とするまち並み等のストックを生かしながら、都市空間

を魅力あるものとしていくことが必要です。 

・市街地の周辺では、優良農地の保全を図りつつ、地域コミュニティへの支援を目的とす

る適切な土地利用規制・誘導を図ることが必要です。 

＜都市機能の効率性と生活利便性の向上＞ 

・土地利用面では、既存の市街地において生活利便性を向上させ、定住・移住に結びつけ

るための既存ストックの有効活用を促進するほか、特に中心市街地においては、広域交

流を取り込んだ商業集積の促進により、圏域全体の活性化に結びつけることが必要です。 

・人口減少に伴い空き地や空き家が発生し、市街地の低密度化がさらに進行すると予測さ

れており、生活利便性を確保するために必要な都市機能を維持することが必要です。 

・施設面では、人口減少等の社会情勢の変化を十分にふまえた上で、交流促進や県民の生

活を支える幹線道路ネットワークや公共下水道等について計画の必要な見直しを行い、

整備を進めるとともに、良好な居住環境の形成に向けた都市施設の充実および適切な維

持管理を計画的・効率的に進めることが必要です。 

・超高齢社会への対応と環境負荷の低減に向け、公共交通のサービスレベルの維持・向上

を図るとともに、公共交通の利用を促進するための交通結節点および周辺施設の整備も

必要です。 

＜災害に対応した安全性の向上＞ 

・沿岸部を中心に地震災害による大規模な被害が想定されていることや洪水被害、土砂災

害等の風水害が懸念されていることをふまえ、災害に強いまちづくりに向け、防災・避

難施設の整備等のハード対策と土地利用の規制・誘導等のソフト対策を一体的に進める

ことが必要です。 

・地震・津波災害や洪水・高潮被害、土砂災害等に強いまちづくりに向け、必要となる地

籍調査等を進めるとともに、緊急輸送道路や河川・海岸堤防、土砂災害防止施設等の公

共土木施設について、未整備箇所の整備や、老朽化対策を進める必要があります。 

＜産業振興による地域活力の向上＞ 

・紀勢自動車道および熊野尾鷲道路等を活用することにより地域内外の交流を促進し、地

域活力に結び付けていくことが必要です。 

・豊かな自然環境や「世界遺産・熊野古道」、個性ある歴史・文化資産については、次世代

に引き継ぐため保全することを前提としつつ観光への利活用を図ることが必要です。 

・本圏域における重要な産業である農林水産業の振興を図るとともに、これらを資源とし

た観光・交流の拡大による地域活力の向上が必要です。 

・リニア中央新幹線の整備により増大すると見込まれる大都市間の人の移動を取り込むな

ど、交流人口の拡大を図ることが必要です。 
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